
障害のある人もない人も、 

           ともに地域で暮らすには」 

 ～障害者差別解消法の施行に向けて～ 

 

 

 
              

           石狩圏域地域づくり委員会 地域づくり推進員 

                                    我妻 武 
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     いしかりけんいき ちいき    いいんかい  ちいき    すいしんいん 

 わがつまたけし 

  

しょうがい       ひと       ひと 

       ちいき    く 

しょうがいしゃさべつかいしょうほう   せこう    む 

 資料の「つくり」の関係でふりがな入力ができない部分が

あります。 

 わからないことがあればスタッフにお申し出ください。 

  し り ょ う          か ん け い       に ゅ う り ょ く         ぶ ぶ ん 

                      す た っ ふ   も う   で  
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 じこしょうかい 

自己紹介 
            ねんう       しゅっしんち なかがわぐんほんべつちょう 

・１９５８（S33）年生まれ  出身地 中川郡本別町 
       ねん   せきずいしゅよう  くるまいす 

・１９７３年   脊 髄 腫 瘍で車イスとなる。 

       ねん   さっぽろしりつ やまのてようごがっこう こうとうぶ そつぎょう 

・１９７８年   札幌市立山の手養護学校高等部卒業 
                ねん       ねん ほっかいどうりはびりーいんさつぶにゅうしょ      ねんたいしょ 

・１９７９年～１９８３年 北海道リハビリー印刷部入所 １９８３年退所    
げんざい 

 現 在やっていること 
でぃーぴーあいほっかいどうぶろっくかいぎぎちょう 

・D P I 北 海 道 ブ ロ ッ ク 会 議 議 長 
ほっかいどういしかりけんいき     ちいき             すいしんいん 

・北 海 道 石 狩 圏 域  地域づくり推進員 
えぬぴーおーほうじん さっぽろしょうがいしゃかつどうしえんせんたー            らいふ りじちょう 

・N P O 法 人     札 幌 障 害 者 活 動 支 援 セ ン タ ー ライフ理事長 
                 た 

・その他、いろいろ 
  



障害者施策のおさらい 
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日本国憲法 

障害者権利条約 

障害者基本法 

障
害
者
雇
用
促
進
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障
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差
別
解
消
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虐
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発
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支
援
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保
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福
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知
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福
祉
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身
体
障
害
者
福
祉
法 

バ
リ
ア
フ
リ
ー
法 

障
害
者
総
合
支
援
法 

北海道障害者条例 

   しょうがいしゃ  しさく 

障害者計画を策定する 

し
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う
が
い
し
ゃ
そ
う
ご
う
し
え
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ほ
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に ほんこく けんぽう 

しょうがいしゃ  けん り じょうやく 

しょうがいしゃ きほんほう 

ほっかいどう しょうがいしゃじょうれい 

しょうがいしゃけいかく さくてい 



障害者基本法【概要】（昭和45年法律第84号） 

第１章 総則 

１．目的（第１条） 

 障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を
享有するかけがえのない個人として尊重されるも
のであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害
の有無によって分け隔てられることなく、相互に人
格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現 

３．基本原則（第３～５条） 
①地域社会における共生等 
②差別の禁止 
③国際的協調 

５．障害者基本計画等（第11条） 
○障害者の自立及び社会参加の支援等の
ための施策の総合的かつ計画的な推進を
図る（国、自治体に策定義務） 

２．定義（第２条） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

障害者： 

身体障害、知的障害、精神障害（発
達障害を含む。）その他心身の機能
の障害（以下、「障害」と総称）があ 

る者であって、障害及び社会的障壁
により継続的に日常生活又は社会
生活に相当な制限を受ける状態に
あるもの 

４．施策の基本方針（第10条） 
○障害者の性別、年齢、障害の状態及
び生活の実態に応じて、かつ、有機的
連携の下に総合的策定、実施 

○国及び自治体は、施策の実施に当
たって、障害者その他関係者の意見を
聴き、尊重するよう努力 

第２章、第３章 各則 

国及び自治体の責務／国民の理解／国民の責務／障害者週間（12月３日～９日）／法制上の措置等／障害者白書 

医療、介護等 

経済的負担の軽減 

バリアフリー（公共的施設、情報の利用） 

相談等 

住宅の確保 雇用の促進等 

職業相談等 療育 

文化的諸条件の整備等 防災及び防犯 

消費者としての障害者の保護 選挙等における配慮 

司法手続における配慮等 国際協力 

障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策 

第４章 障害者政策委員会等 

年金等 教育 障害者政策委員会 
○任務 

・基本計画に関し、調査審議し、必要に応じて総理又
は関係各大臣に意見具申 
・基本計画の策定に際し、総理に意見具申 

・計画の実施状況を監視し、必要に応じ総理又は総理
を通じて関係各大臣に勧告 
○構成（30名以内） 

 障害者、障害者の自立及び社会参加を支援する事
業者並びに学識経験者 

都道府県にも審議会その他合議制の機関を設置 
（市町村にも設置可能） 

 
社会的障壁： 

障害がある者にとって
日常生活及び社会生活
を営む上で障壁となる
ような社会における事
物、制度、慣行及び観
念その他一切のもの 
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第５回DPIメキシコ大会開会式 

6 
1998年 メキシコシティ 

だい   かいでぃーぴーあいめしきこ    たいかい かいかいしき 



  障害者権利条約と国内の動き 
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国外 国内 

1998年 DPIメキシコ大会 

2001年 第56回国連総会においてメキシコ
が提案し、採択 

2002年  7月 
 
      10月 

権利条約第1回特別委員会(アド
ホック委員会)が開催 

 
 
DPI世界会議札幌大会 

2006年12月 第61回国連総会で採択 

2007年  7月 
        9月 

千葉県障害者条例施行 
高村外務大臣(当時)が署名 

2010年  4月 北海道障害者条例施行 

2011年 障害者基本法（改正） 

2012年10月 虐待防止法が施行 

2014年  1月 
      2月    

条約批准書を寄託 
条約が効力を発生 

2016年  4月 差別解消法、障害者雇用促進法
（改正）が施行 

しょうがいしゃけんりじょうやく こくない うごき 



障害者差別解消法の概要 

• ６章、本文26条（+附則９条）の構成 
・第１章 総則（１～５条） 
・第２章 基本方針（６条） 
・第３章 差別解消措置（７～13条） 
・第４章 差別解消支援措置（14～20条） 
・第５章 雑則（21～24条） 
・第６章 罰則（25～26条） 

• 2016年度施行、施行3年後（2019年）見直し 



障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法＜平成２５年法律第６５号＞）の
概要 

障害者基本法 
第４条 

 
基本原則 

差別の禁止 

第１項：障害を理由とする 
    差別等の権利侵害 
            行為の禁止 

第2項：社会的障壁の除去を怠る 
     ことによる権利侵害の防止 

第3項：国による啓発・知識の 
     普及を図るための取組 

何人も、障害者に対して、障害
を理由として、差別することそ
の他の権利利益を侵害する行為
をしてはならない。  

社会的障壁の除去は、それを必要としてい
る障害者が現に存し、かつ、その実施に伴
う負担が過重でないときは、それを怠るこ
とによつて前項の規定に違反することとな
らないよう、その実施について必要かつ合
理的な配慮がされなければならない。  

国は、第一項の規定に違反する行為の
防止に関する啓発及び知識の普及を図
るため、当該行為の防止を図るために
必要となる情報の収集、整理及び提供
を行うものとする。  

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討） 

      

具体化 
Ⅰ．差別を解消するための措置 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

差別的取扱いの禁止 

 

 

 
 

合理的配慮の不提供の禁止 

 

 

国・地方公共団体等 
民間事業者  

 

 
 

民間事業者 

国・地方公共団体等 
法的義務 

努力義務 

法的義務 

（１）政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 

具体的な対応 

      ● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告 実効性の確保 

      ● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 情報収集等 

      ● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実 紛争解決・相談 

      ● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 地域における連携 

      ● 普及・啓発活動の実施 啓発活動 

※ 地方の策定は努力義務 

   国・地方公共団体等  ⇒  当該機関における取組に関する要領を策定※ 

   事業者          ⇒    事業分野別の指針（ガイドライン）を策定 
（２） 
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障害者差別解消法の概要 

• 第１章 総則 

• 第１条・目的 

「障害者基本法の基本的な理念にのっとり、
…障害を理由とする差別の解消を推進し、も

って全ての国民が、障害の有無によって分け
隔てられることなく、…共生する社会の実現に
資することを目的とする」 
 

• 障害者権利条約が指し示すインクルーシブ
社会の実現に向けて差別解消の推進 

 



障害者差別解消法の概要 

• 第２条・定義 

「障害者 身体障害、知的障害、精神障害（
発達障害を含む。）その他の心身の機能の障
害（以下「障害」と総称する。）がある者であっ
て、障害及び社会的障壁により継続的に日
常生活又は社会生活に相当な制限を受ける
状態にあるものをいう」 
 

• 包括的な定義（その他の心身の機能の障害） 
&社会モデル（障害及び社会的障壁により…） 

 

 



医学モデルと社会モデル 

   個人の問題   障害    社会の問題 

障害者のリハビリ        社会環境の改善 

 

 

     父権主義         福祉   平等主義             

 （パターナリズム）       （消費者） 
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 いがく  もでる          しゃかい  もでる 

 こじん    もんだい     しょうがい     しゃかい  もんだい 

 しょうがいしゃ  りはびり                  しゃかいかんきょう  かいぜん 

 ふけんしゅぎ          ふくし        びょうどうしゅぎ 

 ぱたーなりずむ                      しょうひしゃ 



キーワード 合理的配慮 

• 障害者から何らかの助けを求める意思の表明があった場合

の、負担になり過ぎない範囲の、社会的障壁を取り除くため

に必要な便宜のことである。障害者権利条約第2条に定義が

ある。 

• 合理的配慮は、障害者一人一人の必要性や、その場の状況

に応じた変更や調整など、それぞれ個別な対応となる。障害

者が合理的配慮を求めた場合、その要求は広く一般の人に

法的拘束力を持つ。過度の負担を立証できない限り拒否で

きない。 
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ごうりてき    はいりょ 

しょうがいしゃ        なん           たす        もと        い   し     ひょうめい               ば あい 

      ふ  たん           す           はん い        しゃ かい てき しょうへき     と     の 

   ひつ よう     べん ぎ                       しょう がい しゃ けん り じょう やく だい   じょう    てい ぎ 

ごう  り  てき はい りょ      しょう がい しゃ ひと  り  ひと  り     ひつ よう せい              ば     じょうきょう 

   おう       へん こう     ちょうせい                        こ  べつ    たい おう            しょう がい 

しゃ     ごう  り  てき はい りょ    もと         ば あい          ようきゅう     ひろ   いっ ぱん     ひと 

ほう てき こう そく  りょく    も        か  ど      ふ  たん    りっ しょう             かぎ    きょ  ひ 



２階に上がれない → 障害あり 

× 

かい      あ                         しょうがい 



２階に上がれる → 障害なし 

私は何も変わっていない 

エレベーターがついただけ 

かい    あ               しょうがい   

わたし   なに    か   

      えれべーたー   



合理的配慮事例 

• エレベーター、スロープやトイレ 

• FAXやコミュニケーションボードの設置 

• 点字ブロックや音声ガイド 

• 車イスの貸出 

• 駅員のサポート（人的な対応） 

• 車イスのフィッテングルーム 

• 書類のルビやイラスト 
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 ご う り て き は い り ょ じ れ い 

え れ  べ  －  た  －    す  ろ  －  ぷ     と  い れ 

ふぁっくす    こ  みゅ  に   け ー   し ょ  ん  ぼ  － ど     せっ  ち 

 てん  じ  ぶ  ろ っ  く     おん せい が  い ど 

くるま い す     かし だし 

 えき いん     さ  ぽ  －  と   じん てき    たい おう 

くるま い す      ふ ぃ っ  て  ん  ぐ  る  ー  む 

 しょ るい     る  び     い  ら す  と 



社会モデルの考え方 
足が動かない 歩けない 

 → 機能障害 これを障害とするのが医学モデル 
 

階段しかない  車いすでは上がれない 

 → 社会的障壁 社会的障壁  に よ る 制限 
 

社会モデルの考え方 

障害は個人にあるのではなく、社会の環境にある 

 

しゃかい     もでる       かんが   かた   

あし   うご         ある   

きのうしょうがい         しょうがい            いがく  もでる   

かいだん             くるま          あ   

しゃかいてきしょうへき  しゃかいてきしょうへき            せいげん   

しゃかいもでる      かんが  かた  

しょうがい  こじん                      しゃかい   かんきょう  



「健常者」には障害ないですか？ 

「健常者」は障害がない 

              と思われていますね。 

 

それ本当ですか？ 

 けんじょうしゃ           しょうがい   

 けんじょうしゃ   しょうがい   

 おも   

 ほんとう   



× 

絶壁では「健常者」が 

     上がれない → 障害あり 

 ぜっぺき          けんじょうしゃ   

 あ                  しょうがい   



〇 

階段があれば２階に上がれる → 障害なし 

これが合理的配慮！ 

 かいだん                かい   あ              しょうがい   

          ごうりてきはいりょ   



合理的配慮とは？ 
同じ機会を提供するために必要な配慮  

障害者だけの特別な権利？ 

 

「健常者」にも合理的配慮はたくさんありますよ。 

 階段以外にも－ドア幅は、机の高さなどなど 

 

「健常者」が２階に上がれない建物はない 

 建築基準法で「健常者」への合理的配慮義務 

「健常者」への合理的配慮はすでにされている 

 

ごうりてき   はいりょ 

おな  きかい  ていきょう           ひつよう  はいりょ 

しょうがいしゃ      とくべつ   けんり 

けんじょうしゃ     ごうりてき はいりょ 

かいだんいがい       どあ  はば    つくえ たか 

けんじょうしゃ     かい   あ          たてもの 

けんちくきじゅんほう    けんじょうしゃ     ごうりてき はいりょ ぎむ 

けんじょうしゃ      ごうりてきはいりょ 



エレベーター、スロープやトイレ 
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階段昇降機            エレベーター            

      折りたたみ式スロープ            

        トイレ            

え   れ   べ   －   た  －       す   ろ   －   ぷ      と   い  れ 

かいだんしょうこうき                       え れ べ － た －  

お          しき す ろ －  ぷ  



信号機の配慮 
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歩行者支援信号機 

反射テープに反応 

音声で案内する 

音響式信号機 

ピヨピヨで東西 

カッコウで南北 

 しんごうき       はいりょ 

おんきょうしきしんごう き   

はんしゃ て － ぷ   はんのう   

おんせい  あんない 

か っ こ う    なんぼく 

ほ こう しゃ し えんしんごう き   

ぴ よ ぴ よ   とうざい 



会議での三色カード 
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障害者制度改革推進会議で使われたカード 

会議の進行を考える 

○イエローカード 

  もう少しゆっくり話して 

○ブルーカード 

  話に同意 

○レッドカード 

  話しをストップして 

 

かいぎ          さんしょく かーど 

かいぎ   しん こう  かんが   

い え ろ － か － ど 

   すこ           はな 

ぶ る  － か － ど 

はなし  どう い 

れ っど か － ど 

 はな     すと っ ぷ 

しょうがいしゃせいど かいかくすいしんかいぎ    つか        かー ど 
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障害者差別解消法の概要 

• 第２条・定義 社会的障壁 

• 障害がある者にとって日常生活又は社会生活
を営む上で障壁となるような 社会における 

• 事物 －階段しかない駅、段差のある建物など 

• 制度   －障害を理由にした欠格条項など 

• 慣行   －議会傍聴で白杖取り上げなど 

• 観念   －グループホームへの反対運動など 

• その他一切のもの 
 

 

しょうがいしゃ   さべつ   かいしょうほう     がいよう 



• 第５条 社会的障壁の除去の実施について
の必要かつ合理的な配慮に関する環境の整
備 
 

• 「行政機関等及び事業者は、社会的障壁の
除去の実施についての必要かつ合理的な配
慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構
造の改善及び設備の整備、関係職員に対す
る研修その他の必要な環境の整備に努めな
ければならない」 



• 第２章 第６条 基本方針 
政府全体で作成し、閣議決定→ガイドラインに 

• 基本方針に含まれる内容 
・差別解消推進施策の基本的な方向 

・行政機関等が講ずべき措置に関する基本的
事項 
・事業者が講ずべき措置に関する基本的事項 
・その他重要事項 

• 意見聴取 
障害者その他の関係者、障害者政策委員会 
 

 



• 第３章 差別解消措置 

• 二つの禁止規定～第７条（行政機関等）、第８条（
事業者） 
・作為的差別である「差別的取扱い」 
・不作為の差別である「合理的配慮の不提供」 

• 第７条、８条差別的取扱い→行政機関等・事業者と
もに法的義務 

• 第７条－２、８条－２ 合理的配慮→行政機関等＝

法的義務、事業者＝努力義務（ただし、雇用は事
業者も法的義務） 
 

 

 



• 第９条～11条 ガイドライン（対応要領・対応指針） 
・第９条  国等の職員対応要領 
・第10条 地方公共団体等の職員対応要領 
・第11条 事業者のための対応指針 

• 基本方針に則し、障害者その他の関係者からの意
見を反映させて作成 

• 第12条 報告徴収・助言・指導・勧告 

事業者に対して、対応指針に定める事項に関する
行政措置～虚偽報告等悪質な場合は罰則 



• 第４章 差別解消支援措置 

• 第14条 相談及び紛争の防止等のための体制整
備 

• 第15条 啓発活動 

• 第16条 情報収集 

• 第17条 障害者差別解消支援地域協議会 

• 国・行政機関+NPO+学識経験者+事業者等で構成 

• 「制度の谷間」「たらいまわし」が生じない体制構築 

• 必要な情報交換、差別解消の取り組みの協議 

 



障害者差別解消法・基本方針の策定 

• 第２期・障害者政策委員会（2014年9月～） 

• 障害者差別解消法 基本方針案の議論 

• 9月22、29日 事業団体ヒアリング 

• 10月20、27日 基本方針素案に関する議論 
158項目に及ぶ意見が委員から寄せられた 

• 急きょ追加された政策委員会（11/10） 
11～12月パブリックコメント－1097件の意見 

• 2015年2月24日閣議決定→対応要領・指針づくりに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• →対応要領・指針づくりに 

しょうがいしゃ  さべつ   かいしょうほう     きほん  ほうしん      さくてい 



１ 法制定の背景 

２ 基本的な考え方 

 (1) 法の考え方 

 (2) 基本方針と対応要領・対応指針との関係 

 (3) 条例との関係 

１ 法の対象範囲 

 (1) 障害者 

 (2) 事業者 

 (3) 対象分野 
 
２ 不当な差別的取扱い 

 (1) 不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

 (2) 正当な理由の判断の視点 
 
３ 合理的配慮 

 (1) 合理的配慮の基本的な考え方 

 (2) 過重な負担の基本的な考え方 

１ 環境の整備 

２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備 

３ 啓発活動 

 (1) 行政機関等における職員に対する研修 

 (2) 事業者における研修 

 (3) 地域住民等に対する啓発活動 

４ 障害者差別解消支援地域協議会   

  (1) 趣旨   (2) 期待される役割 

５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項 

 (1) 情報の収集、整理及び提供 

 (2) 基本方針、対応要領、対応指針の見直し等 

第２ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする 
   差別を解消するための措置に関する共通的な事項 

第５  その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策 
   に関する重要事項 

第３，４ 行政機関等／事業者が講ずべき障害を理由とする  
     差別を解消するための措置に関する基本的な事項 

 第１  障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関
する基本的な方向 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（概要） 

１ 基本的な考え方 

２ 対応要領／対応指針 

 (1) 対応要領／対応指針の位置付け及び作成手続き 

 (2) 対応要領／対応指針の記載事項 

３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項【※対応要領 
のみ】 

３´ 主務大臣による行政措置【※対応指針のみ】 
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対応要領・対応指針作成の動き 

• 各省庁ごとの対応要領 

• 各事業分野ごとの対応指針（主務大臣作成） 
→ともに2015年度上半期中に作成予定 

• 障害者等から意見反映のための合同ヒアリング 
2015年7月１３ １４ ２９ ３１日と開催 
→対応要領案、指針案  

• 国交省、文科省での検討会、厚労省ヒアリング 

• 各省庁パブリックコメント→対応要領・指針順次確
定 

• 各自治体の対応要領作成の動き 

 

たいおう  ようりょう    たいおう  ししん   さくせい       うご 



対応要領・指針案パブリックコメン
ト 

• 内閣府、厚労省、文科省、国交省、経産省、
農水省をはじめ、宮内庁、防衛省含め、ほぼ
全省庁で作成 

• いずれも基本事項については基本方針を踏
襲 

• 具体事例で各省庁ごとの特色 

• 内閣府対応要領－正当化理由、過度な負担
の解釈 
・正当な理由に相当するか否かについて、具体的な
検討をせずに正当な理由を拡大解釈するなどして
法の趣旨を損なうことなく… 

・過重な負担については具体的な検討をせずに過
重な負担を拡大解釈するなどして法の趣旨を損なう
ことなく 

 



障害者差別解消法 北海道の取り組み 

差別敵取扱いの禁止 合理的配慮の提供 

国・地方公共団体等 

（各種委員会、地方独立行
政法人含む） 

法的義務 法的義務 

民間事業者 法的義務 努力義務 

36 

項目 国 地方公共団体 時期 

１ 基本方針の策定 閣議決定 － H27.2 

２ 対応指針 義務 － 

３ 職員対応要領 義務 努力義務 

４ 相談・紛争解決の体制整備 義務 義務 

５ 障害者差別解消支援地域協議会 － できる規定 

６ 啓発活動 義務 義務 

○障害者差別解消法 北海道の取り組み 

○具体的な取り組み 
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項目 これまでの取組 具体的な取組 

①職員対応  
  要領 

・道庁内WGの立上げと検討 
・骨格案作成 
・事例収集のためのアンケート 
・関係団体意見聴取 

「障がいのある方へのよりよい対応
ができるサポートブック」（職員対応
要領）の策定 
（H27年12月） 

②相談・紛  
    争解決 の   
    体制整備 

・一般相談は地域づくり委員会 
   の活用を基本に検討 

各圏域の地域づくり委員会で対応 
（H28年4月～） 

③障害者 
    差別解消 
    支援地域   
    協議会 

・地域づくり委員会の活用を基 
  本に検討 

各圏域の地域づくり委員会で対応 
（H28年4月～） 
 

④啓発活動 ・差別解消法パンフレット作成 
・道民フォーラムの開催（  7/17 
   札幌、10/31釧路、11/3旭川） 

・パンフレット作成と配布（H27年3月） 
・ポスター作成配布 
・各種広報媒体の活用 

⑤北海道 
     障がい者 
     条例の 
     見直し 

・差別解消法に伴う規定の整   
  備を中心に検討 

平成28年第1回定例道議会提案予定 

○道の取組状況 

 北海道障がい者施策推進審議会権利擁護部会の意見を伺いながら取組を推進 



障害者差別に関する条例の制定状況等 

制定済み 

制定済み(未施行) 

検討中 

北海道（H21.3制定，H22.4施行） 
北海道障がい者及び障がい児の権利
擁護並びに障がい者及び障がい児が
暮らしやすい地域づくりの推進に関
する条例 

岩手県（H22.12制定，H23.7施
行） 
障がいのある人もない人も共に学び
共に生きる岩手県づくり条例 

茨城県（検討
中） 

沖縄県（H25.10制定，
H26.4施行）沖縄県障
害のある人もない人も共
に暮らしやすい社会づく
り条例 

新潟市（検討中） 

千葉県（H18.10制定，H19.7施
行） 
障害のある人もない人も共に暮らし
やすい千葉県づくり条例 ※浦安市に
も打診中 

八王子市（H23.12制定，H24.4施
行） 
障害のある人もない人も共に安心し
て暮らせる八王子づくり条例 

さいたま市（H23.3制定，H23.4施
行） 
さいたま市誰もが共に暮らすための
障害者の権利の擁護等に関する条例 

長崎県（H25.5制定，H26.4施
行） 
障害のある人もない人も共に生
きる平和な長崎県づくり条例 

熊本県（H23.7制定，H24.4施
行） 
障害のある人もない人も共に生
きる熊本づくり条例 

別府市（H25.9制定，H26.4施
行） 
別府市障害のある人もない人も安
心して安全に暮らせる条例 

鹿児島県（検討中） 

H25.10現
在 

体制整備事業実施予
定 

京都府（H26.3制定，H27.4施
行） 
京都府障害のある人もない人も共
に安心していきいきと暮らしやす
い社会づくり条例 

【2014年3月】 



地域協議会、差別禁止条例 
• 差別解消支援措置として、啓発や情報収集。 

 「差別解消支援地域協議会」→指針、手引き案 
 

• 2006年の千葉県での条例制定を皮切りに 

北海道、岩手県、さいたま市、熊本県、八王子市、
長崎県、別府市、沖縄県、京都府、茨城県、鹿児
島県で制定。富山県、奈良県をはじめ、さらに広が
る 

• 山形県、愛知県、大阪府、兵庫県、宮崎県 
仙台市、新潟市、明石市、神戸市などで制定予定 



• 「差別の定義」や「障害のある女性等の複合
的差別」等、それぞれの自治体の特色を行か
した「上乗せ・横出し」条例を 

• 条例の中で「紛争解決のための斡旋・助言の
ための機関や委員会」設置を根拠づければ、
地域協議会を補完できる 
 

• →今後、各地の取り組みが、差別解消法の
施行や３年後見直しに大きな影響を与える 

 



重要な社会全体での取り組み 

• 「福祉」に限らない人権問題として、社会全体で 

• 合理的配慮と意思表明、建設的対話 
   －エンパワメントと権利教育の重要性 

• グループホーム等のコンフリクト解消など啓発活動 

• 実効性ある紛争解決の仕組み 
－横断的な構成員からなる地域支援協議会 

• 合理的配慮のための環境整備 
～バリアフリーや情報アクセシビリティの向上 

• インクルーシブ社会は社会を活性化させるチャンス 

 



北海道障がい者条例の概要 

Ⅰ 北海道障がい者条例の目的等 

 

Ⅱ 施策の３つの柱 

 ⅰ 地域づくりの推進   

 ⅱ 障がい者に対する就労の支援 

 ⅲ 権利擁護 

 
          参考  障害者虐待防止法、障害者差別解消法 
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名称 北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び   
   障がい児が暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例 

（略称 北海道障がい者条例） 

公布日 平成２１年 ３月３１日 
施行日 平成２１年 ３月３１日（第１、２、９章） 
    平成２１年１０月 １日（第３章） 
    平成２２年 ４月 １日（第４～８章 全面施行） 
      ※ 平成２４年３月３０日、平成２５年４月１日 一部改正 

条例の目的（北海道障がい者条例 第１条） 
 

  この条例は、障がい者及び障がい児の権利を擁護するととも  
 

 に、障がいがあることによって障がい者及び障がい児がいかな 
 

 る差別、虐待も受けることのない暮らしやすい地域づくりを推 
 

 進するため、 （略） もって北海道の障がい者及び障がい児 
 

 の福祉の増進に資することを目的とする。 

 Ⅰ 北海道障がい者条例の目的等 



   「障がいのある人が当たり前に暮らせる地域は、誰にとっても暮らしやすい地域である」  
  と いう基本的な考え方の下、次の点に配慮しながら、条例に基づく施策の推進を図ります。 
 
Ⅰ 障がい者の参画を基本とし、幅広い関係者や地域住民との対話を重視すること。 
Ⅱ 地域の課題解決力を高め、障がい者が必要とする支援の確保を図ることにより、地域間 
 格差の是正に資すること。 
Ⅲ 福祉の枠を超えて、幅広い関係者や関連する施策と連携・協働する取組を推進すること。 
Ⅳ 条例に基づく施策の実施状況等を広く道民に公表し、障がいや障がい者に対する道民の 

 理解の促進を図ること。 

◆ 「北海道障がい者条例」の主な施策の柱は３つです。 

２ 地域で生き生きと暮 
 らせるよう、働く障がい 
 者を応援します。 
 

○ 北海道障がい者就労支援推進委 
 員会の設置 
○ 就労支援推進計画の作成 
○ 障がい者就労支援企業認証制度 
○ 指定法人制度 

１ 障がい者の暮らしやす 
 い地域づくりを進めます。 
 
 

 ○ 地域づくりガイドラインの作   
  成 
 ○ 地域づくりコーディネーター 
  の配置 

    
 

３ 障がい者の虐待や差別 
 等をなくし、権利擁護を 
 進めます。 
 

○ 虐待、差別及び不利益扱いの禁 
 止 
○ 立入調査・改善指導・勧告等の 
 重大な権利侵害に対する強制措置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 条例に基づく施策の実施に当たっての基本的考え方 

   ○ 障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会の設置 
   ○ 北海道障がい者が暮らしやすい地域づくり推進本部の設置 
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〔めざす姿〕 
 障がい者が安心して暮らすことができる地域の相談支援体制づくり 
 
 

 ○ 日常生活の中での困りごとから発生するニーズをしっかりと受け止め 
  る相談窓口 
 ○ 地域の様々な支援を行っている事業者や関係者が連携し、ニーズに  
  添った必要な支援につなぐネットワーク（地域自立支援協議会） 

45 

■条例に基づく道の取組み 
 

○ 市町村レベルで求められる障がい者支援機能に関する基本的指針として  
 「地域づくりガイドライン」を策定。 

 
 
 
○ 市町村が進める地域の相談支援体制づくりを支援する「地域づくりコー 
 ディネーター」 を２１障害保健福祉圏域に配置。 
 

〔ガイドライン事項  条例第２３条〕  相談支援体制の確保、地域自立支援協議会の設置・運営、
地域資源等の把握、地域住民による支援体制の確保、地域による就労支援、など 

Ⅱ 施策の３つの柱 
  ⅰ 地域づくりの推進 



■ 地域づくり委員会の構成等 
 

 １ 地域づくり委員会の委員は、障がい者、地域住民、学識経験者、行政機関 
  の職員のうちから、10名以内の委員を知事が委嘱します。 
 
 ２ 地域づくり推進員は、条例第４６条の規定に基づき地域づくり委員会を主 
  宰（第４６条）し、調査（第47条）、指導や知事に改善勧告を行うよう求 
  める（第48条）といった役割を担い、知事が任命します。 
 
 ３ 地域づくり委員会は、地域づくり推進員と地域づくり推進員が指名した3 
  名以上の委員により、事案ごとに組織されます。 
   ただし、虐待や重大な権利侵害などに該当する事案では、地域づくり推進 
  員は、5名以上の委員を指名し、地域づくり委員会を開催しなければなりま 
  せん。 
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Ⅱ 施策の３つの柱 
  ⅲ 権利擁護 



■障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会（第７章） 
 ○総合振興局（振興局）の１４圏域ごとに設置 
 ○協議事項 
  ・サービス、差別や虐待（虐待防止法によるものを除く）、障がい者の暮らしづらさに関すること 
 ○事務局は総合振興局（振興局）社会福祉課 

■北海道障がい者が暮らしやすい地域づくり推進本部（第8章） 
 【組  織】知事（本部長）、副知事、各部長等、学識経験者 
 【所掌事項】 
  ・暮らしやすい地域づくりの推進に関する重要事項の企画、 
   調整及び推進 
  ・各圏域の地域づくり委員会から審議を求められた事項 
      ・障がい者施策の推進に関し必要な事項 
 
  

調  査 

 
指  導 

（著しい暮らしづらさがあると指名された  
 委員の全員が賛成した事案） 

 

知事に勧告を求める 
（虐待・権利に重大な支障が生じる事案） 

  
○知事による改善勧告 
 
 

○改善が図られない場合は、勧告 
 内容を公表 
 

圏域で解決ができない事項   

＜調査部会＞ 
○学識経験を有する者のうちから 
 知事が任命 
○各圏域の地域づくり委員会から 
 審議を求められた事項を審議 
 

地域づくり推進〔主宰〕 

委員会委員 

委員会委員 

委員会委員 

参考人 
申立人等関係

者 

障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会 
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■ 地域づくり委員会の運営上の基本的考え方 
 

  

１ 関係者との話し合いによる解決を原則とする。 
 

２ いたずらに対立をあおるのではなく、協議又はあっせんをとおして 
 障がい特性や障がい者に対する理解の促進を図る。 

３ 虐待や重大な権利侵害等を含む悪質な事案に対しては、指導、勧告、 
 勧告内容を公表するといった権限の行使。 

○ 千葉県が実施した県民へのアンケート調査結果（H16.9） 
  「憎悪や悪意によって、意図的に心ない暴言や虐待などが行われている事例は必ず 
 しも多くはなく、むしろその大半は、障害のある人、あるいは障害そのものに対する 
 理解がないこと、あるいは誤解や偏見により、無意識に行われているものである。」 
 

○ 内閣府「障がいを理由とする差別等に関する意識調査」（H21.4） 
 ・障がいを理由とする差別がある、少しはあると思う。   91.5％ 
 ・障がいを理由とする差別は、無意識、どちらかというと無意識に行われていると思 
  う。  65.3％ 
  （意図的、どちらかというと意図的思う。  28.3％） 



①差別、虐待そ
の他の暮らしづ
らさについて、
地域で相談 

②地域の相談機
関で必要な対応。
地域自立支援協
議会等で協議 

③地域づく
り委員会の
事務局（振
興局等）へ
相談・申立 

 

④事実関係を調査。調査
結果に基づき、当事者を
交え協議開始（協議に至
らない場合あり） 
※必要に応じ、参考人が参画 
 
 

⑤解決しなかった場
合、指導。知事によ
る勧告等の改善措置
へ。必要があれば推
進本部へ。 
 

解     決 

勧告内容
の公表 

勧告 

14圏域 
推進本部・調査
部会 

協議又は
あっせん 

委員 関係者 

参考人 

委員 委員 

地域づくり
推進員 

調査 
連携
協力 

総
合
振
興
局

（
振
興
局
）
 

地域づくり委員会 

事
案
の
発
生
 

② 

① 

③ 

④ 
⑤ 

障害者虐待防止法に基づく事案については、法に基づき対応 

差別・虐待などの事案への対応の流れ 

市
町
村

 

自
立
支
援
協
議
会
等 

指導 

事案整理 
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事例から 
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じれい 



その他 
地域づくり委員会で対応した例 

○電動車イス使用者が単独で路線バス（ノンス
テップバス）に乗車しようとして、介助者の同
伴を求められた。 

○聴覚障がいの方への警察の対応について 

○杖歩行の方がお店の方から暴言？ 

○知的障害者の方が会社から虐待？ 
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 ちょう  かく  しょう                かた            けい  さつ       たい  おう 

 つえ   ほ    こう      かた            みせ       かた          ぼう  げん 

  て   っ  ぷ   ば   す          じょう  しゃ                            かい  じょ   しゃ       どう 

  でん  どう  くるま  い  す    し   よう   しゃ      たん   どく       ろ   せん  ば   す      の  ん  す 

   ち     い き                  い     い ん  か い         た い   お う               れ い 

  ち   てき  しょう  がい  しゃ       かた       かい  しゃ           ぎゃく たい 

た      



各圏域地域づくり委員会と差別解消支援地域協議会 
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かくけんいきちいき    いいんかい  さべつかいしょうしえんちいききょうぎかい 



 

○合理的配慮等具体例データ集
合理的配慮サーチ 

○障害の種別から探す 

○生活の場面から探す 
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 な い   か く     ふ    

 ごう   り   てき  はい  りょ   とう   ぐ   たい  れい               しゅう 

 しょう  がい       しゅ  べつ           さが 

 ごう   り   てき  はい  りょ    さ   ー   ち 

 せい  かつ       ば   めん          さが 


